
１．条例改正の目的

交野市が策定する「地域福祉計画」は、地域福祉の推進における理念と仕組みをつくる計画であり、交野
市社会福祉協議会が策定する「地域福祉活動計画」は、地域福祉の推進を目的とした地域住民の自主的・
自発的な福祉活動の計画である。
複雑・多様化する地域課題に対応し、地域福祉のさらなる進展のため、両計画がより相互に連携し、補
完・補強しながら両輪となって推進していく必要がある。
地域福祉全般の審議のため条例名を「交野市地域福祉推進審議会条例」と改め、これに伴う第１条中の
審議会名を改正する。また、より幅広い分野の委員からの意見を聞くため、現行の地域福祉計画審議会で
委嘱している委員に、地域福祉活動計画で委嘱している委員を加え、審議会委員の数を２０人から３０人
に増員する。第５期以降計画策定に向けては両計画を協働により一体的に策定していくことを目的として、
必要な条例改正を行う。

２．主な条例改正の内容

参考資料 福祉部福祉総務課

題名を「交野市地域福祉推進審議会条例」に改める。
第１条中「計画」を削る。
第３条第１項中「２０人」を「３０人」に改める。

議案第５９号 交野市地域福祉計画推進審議会条例の一部を改正する条例について

３．施行日

公布の日から施行する。
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        令和５年１０月定例会 

議案の 
件 名 

議案第５９号 
交野市地域福祉計画推進審議会条例の一部を

改正する条例について 
政策等 
の区分 

計画 ・ 事業 ・ 条例 
その他（         ） 

〈政策等の概要〉 〈他の自治体の類似する政策等との比較〉 
地方自治法(昭和 22年法律第 67号)第 138 条の 4第 3項の規定に基づ

く、交野市地域福祉推進審議会において、幅広い分野における委員の意

見を聞くため、審議会の委員数を変更するもの。 

高槻市、八尾市、羽曳野市、大阪狭山市、岸和田市、泉南市、阪南市、忠岡町、熊取町、岬町

の１０市町が、同様に地域福祉計画と地域福祉活動計画を一体化した計画として策定している。 

〈財源措置の状況〉 (単年度事業でない場合は、全体事業の見込状況を記入) (単位：千円) 
総事業費 国庫支出金 府支出金 市債 その他 一般財源 

      

〈政策等を必要とする背景〉 〈将来にわたる効果及びコストの状況〉 
交野市が策定する「地域福祉計画」は、地域福祉の推進における理念と仕

組みをつくる計画であり、交野市社会福祉協議会が策定する「地域福祉活動

計画」は、地域福祉の推進のため福祉活動の自主的・自発的な活動の計画で

ある。 
複雑・多様化する地域課題に対応し、地域福祉のさらなる進展のため、両

計画がより相互に連携し、補完・補強しながら両輪となって推進していく必

要がある。地域福祉全般の審議のため、条例名を「交野市地域福祉推進審議

会条例」と改め、より幅広い分野の委員から意見を聞くため審議会委員の数

を増員し、第５期以降計画策定に向けては両計画を一体的に策定していくこ

とを目的として、必要な条例改正を行うもの。 

交野市と交野市社会福祉協議会が協働で計画を策定することで、地域の課題を明

らかにし、この課題の解決方法を検討し、地域共生社会の実現に向けた活動を増

進する。 

 
 
 

〈提案に至るまでの経緯〉 〈総合計画等の整合〉 
令和4年7月7日に開催された交野市地域福祉計画推進審議会において、

地域福祉計画、地域福祉活動計画と一体化した計画策定について承認。 
 

まちづくりの目標 
政策分野または経営方針 
施策 

目  標 
２．みんなが互いを認め支え合い、笑顔と元気があふれる

まち 
分野・方針 ５．地域福祉 
施  策 地域福祉の担い手づくり 

○その他の計画（該当する場合のみ） 

 計画名称  

〈市民参加の状況〉 策定年度  
 有 ・ 無 （パブリックコメントを実施した場合は、その結果等を含む。） 計画期間  
 
 

〈政策等の実施時期〉 公布の日 
担当部局 担当課 添付資料（有の場合は、その名称） 

福祉部 福祉総務課  有 ・ 無 （新旧対照表他） 

 



 

交野市地域福祉計画推進審議会条例（平成２５年条例第８号）新旧対照表 

新 旧 

交野市地域福祉    推進審議会条例 交野市地域福祉計画推進審議会条例 
（設置） （設置） 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３

項の規定に基づき、交野市地域福祉    推進審議会（以下「審議会」

という。）を置く。 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３

項の規定に基づき、交野市地域福祉計画推進審議会（以下「審議会」

という。）を置く。 

（組織） （組織） 

第３条 審議会は、委員３０人以内で組織する。 第３条 審議会は、委員２０人以内で組織する。 

２ （略） ２ （略） 

 


